


















Regional Difference on the Construction of the Local Inclusive Area Care Systems.
—From the viewpoint of care service resources in Fukushima—
The local inclusive care system which is now provided forward 2025 aims at the realization 
of society which you could receive adequate medical care and care wherever you live, promotion 
of precautions, various life supports, and provision of house. However, it is said that a large 
or small amount of care service in residential area has influence on the use of services by care 
needed aged. This problem is inevitable in marginal village. This paper aims to verify the 





















































平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成26年 平成28年
総人口 　3,511 3,204 2,834 2,462 2,303 2,216
0～ 14歳 382 289 198 151 111
93415 ～ 39歳 496 403 297 242 253
40 ～ 64歳 1,263 1,060 872 713 637
65歳以上 1,370 1,452 1,467 1,356 1,302 1,282




要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 　計
要介護者数 24 28 48 69 38 37 41 286
40 ～ 64歳 0 0 0 1 0 1 1 3
65 ～ 74歳 0 2 3 2 3 3 4 17




























平成7年 平成12年 平成17年 平成22年
世帯総数 1,251 1,209 1,142 1,039
　高齢者のいない世帯 364 290 227 201
　高齢者がいる世帯 887 919 915 838
　　若年者との同居 521 362 384 109
　　高齢者のみ世帯 231 386 327 ➡　　　508





















































































要支援 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 計
平成24年
　　10月
61 25 22 18 25 16 167
平成26年
　　12月








































































昭和55年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成26年 平成27年

















240 363 428 573 597 585
高齢化率 16.5％ 33.4％ 38.0％ 43.2％ 47.4％ 48.8％ 51％




平成 12年 14年 16年 18年 20年 22年 24年 25年 26年
要支援1～
要介護3
56 77 109 110 138 149 141 149 153
要介護4・5 42 70 55 36 41 48 78 88 89
認定者総数 98 147 164 146 179 197 219 237 242




























昭和55年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成26年
世帯総数 1,020 864 847 810 745 766
高齢者世帯数 432 602 621 601 571 563
　単身世帯数 61 83 91 115 125 170
　夫婦世帯数 113 127 154 136 145 117
　その他の世帯数 258 392 376 350 301 276
高齢者世帯比率 42.4％ 69.7％ 73.3％ 74.2％ 76.6％ 73.5％
出典：第7次三島町高齢者福祉計画・ 第6次金山町介護保険事業計画
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②ミニデイ（通所A)は、介護認定を受けていない高齢者対象で、毎週実施している。
③通所Cは病院を退院した方が対象。運動中心で6カ月を目途としている。
②、③は、地域包括へ委託している。
　この他、「元気が出ますよ」運動を実施している。これは、平成26年度1年間、国の介護予
防推進モデル事業として実施した。週1回集まって体操を行う他、テレビを活用しての運動を
行っている。半年ごとに体力測定を行っていたが、体力の増進につながっていると報告されて
いる。参加者は健康に関心を持つようになったそうである。
　また、三島町は生活工藝（自然素材を生かした手仕事）が高齢者の生活に根付いているが、
これが介護予防につながっているのではないかという見方がされている。
（6）介護と医療の連携
　月に1回、地域包括と病院とで会議を開催し、町民の状況について情報共有している。
　地域ケア会議は地域包括と町が連携し行っている。見守りのチェックリストを作成し、介護
が必要な高齢者の洗い出しをしている。歯科は町内にないため、必要な場合は町外へ出向いて
いる。退院支援ルールは、会津及び南会津圏内で地域包括と連携し作成中である。住民の宮下
病院への期待度は高く、後援会もあり、安定継続が期待されている。
（7）地域包括ケアシステム構築に向けた現段階の課題
　①地域包括の体制の充実。現在、スタッフは施設長1名、看護師1名、相談員1名で、それ
ぞれ特養との兼務となっている。
　②テレビ電話を利用した、「緊急通報システム」の効果的な活用と継続。
　③重度の要介護高齢者が在宅での生活を継続することを可能とするため、それを支える仕組
みが課題である。
Ⅳ．まとめ
　金山町、昭和村、三島町の取り組みを通し、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活してい
くことを目指す地域包括ケアシステム構築のためには、第一に、各自治体が、現在ある資源を
有効に活用すること、第二に、高齢者の生活ニーズを把握し、地域の実情に合ったサービスの
提供が必要であることを改めて確認することができた。
　今回調査した昭和村のからむし織には、現在100世帯近くが関わっており、技能者の最年長
は90歳女性だそうである。栽培、苧
お
引き、苧
お
積
う
み、紡ぎ、 染色、機織り等、 全身運動となる作
業から細かい指先の仕事まで、多彩な工程があり、部分的に携わる人もいるが、介護予防の効
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果は大きいものである。
　昭和村が実践している『暮らしの中にある介護予防』。これを発見し、実践し続けることが
住み慣れた地域で、自宅での生活の継続を可能としている。筆者は、同年8月、群馬県吾妻郡
高山村を訪れた。高山村は、群馬県北西部に位置する農村地帯で、人口は約3,700人である。
ここで、70代の女性にお話を伺うことができた。女性は、「介護予防のための運動のお誘いが
あるが、毎日の畑仕事で十分介護予防になっている」とのことであった。同様のお話は、農村
部ではよく聞かれる。
　東京大学高齢社会総合研究機構の飯島氏も、「筋肉が衰えたから介護予防教室で体操や筋力
トレーニングをするというのは間違いではないが、やみくもに体を鍛えようとするだけではだ
め。畑仕事が好きならそれを続けてもらえればいい。好きなことや得意なことを生かせば長続
きする…　略　…畑仕事なら作業が終わってひと休みしたら、収穫を近所におすそ分けして、
ついでにお茶のみしたり昼食を一緒に食べたりとか、いろんな活動を組み合わせて発展させら
れる」5）と指摘している。
　ところで、三町村は豪雪地帯であることから、冬期間の生活が高齢者を心身ともに圧迫して
いる。冬場、孤立しがちな高齢者の生活を守るための取り組みとして、買い物ができる店舗や
医療機関などがある中心部で安心して生活できるような、高齢者支援住宅の効率的な活用が今
後ますます重要である。
　居宅サービス・施設サービス・地域密着型サービス、ともに供給量は少なく、広域的なサー
ビスの利用により、ニーズに対応している状況である。重度の要介護高齢者、医療的ケアの必
要な在宅の高齢者の生活を支えるための対応は急務である。
　関連して、こうした高齢者を支える福祉専門職の人材確保も同様である。看護職や介護職の
人材確保については、全国的に深刻な問題となっているが、限界集落については、若い世代の
人口が少ないことから、より厳しい状況である。定住・移住の促進も今後の継続的な課題であ
る。
　今後も提供できるサービスの格差が縮まらないだろう。また、たとえサービスがあったとし
ても利用することの厳しい経済状況も否めない。今後、さらなる対策が必要である。現状をふ
まえつつ、その解決策を広域的に構築していかなければならない。
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